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平成 21 年 10 月      松本市・波田町合併協議会 

令和  2 年  3 月変更 松本市 

P1 

第１章 序論 

３ 計画の期間 

計画の期間は、合併年度及びこれに続く10年間とします。 

 

P1 

第１章 序論 

３ 計画の期間 

計画の期間は、合併年度及びこれに続く15年間とします。 

P2 

第２章 松本市・波田町の概況 

１ 位置と地勢 

  松本市 

  面積は、919.35ｋ㎡で、県下最大の市域です。 

 

P2 

第２章 松本市・波田町の概況 

１ 位置と地勢 

  松本市 

  面積は、919.07ｋ㎡で、県下最大の市域です。 

P2 

第２章 松本市・波田町の概況 

１ 位置と地勢 

  波田町 

  総面積は、59.42ｋ㎡で、東西13ｋｍ、南北15ｋｍにわたり

ます。 

 

 

P2 

第２章 松本市・波田町の概況 

１ 位置と地勢 

  波田町 

  総面積は、59.40ｋ㎡で、東西13ｋｍ、南北15ｋｍにわたりま

す。 



P5 

３ 面積 

  松本市の面積は919.35ｋ㎡、波田町の面積は59.42ｋ㎡であ

り、両市町の面積を合わせると978.77ｋ㎡となります。 

 

P5 

３ 面積 

  松本市の面積は919.07ｋ㎡、波田町の面積は59.40ｋ㎡であ

り、両市町の面積を合わせると978.47ｋ㎡となります。 

P10 

６主要指標 

 面積  松本市 919.35 ㎢ 

     波田町  59.42 ㎢ 

 

P10 

６主要指標 

 面積  松本市 919.07 ㎢ 

     波田町  59.40 ㎢ 

P29 

第７章 財政計画 

 １ 前提条件 

   財政計画は、新市としての歳入・歳出の項目に、過去の実 

績などを踏まえて、合併後も健全な財政運営を行うことを基 

本に算定し、合併による歳出の削減効果、行政改革の推進、 

サービス水準の維持・向上に必要な経費を普通会計ベースで 

合併後11年間について作成したものです。 

なお、歳入・歳出の主な算定条件は、次のとおりです。 

 

P29 

第７章 財政計画 

 １ 前提条件 

   財政計画は、新市としての歳入・歳出の項目ごとに、過去

の実績などを踏まえて、合併後も健全な財政運営を行うこと

を基本に算定し、合併による歳出の削減効果、行政改革の推

進、サービス水準の維持・向上に必要な経費を普通会計ベー

スで合併後 15 年間について作成しました。 

   なお、令和２年３月の変更に当たっては、平成２２年度か

ら平成３０年度までについては決算額に置き換え、令和元年

度以降については、基本的に当初計画の算定条件を踏襲した

松本市全体での財政計画としています。 

   歳入・歳出の推計部分にかかる主な算定条件は、次のと 

おりです。 

 

P29 

 ２ 歳入 

 ｑ１ ⑶ 国庫支出金・県支出金 

国庫支出金及び県支出金については、一般行政経費分は 

P29 

 ２ 歳入 

  ⑶ 国庫支出金・県支出金 

国庫支出金及び県支出金については、一般行政経費分 



過去の実績などにより算定しました。 

    なお、合併に係る財政支援（県の合併特例交付金）は、 

個別事業の具体的計画を合併後に検討することから見込 

んでいません。 

 

は過去の実績などにより、社会保障関係経費は、歳出の 

見込みを踏まえて算定しました。 

P29 

  ⑷ 地方債 

地方債については、通常債及び臨時財政対策債を 

見込んでいます。 

    合併推進債については、国庫補助金・県支出金と同様

具体的事業計画を合併後に検討することから見込んでい

ません。 

 

P29 

  ⑷ 地方債 

地方債については、通常債及び臨時財政対策債を見込んで

います。 

当該年度の元金償還額の８５％を限度に借り入れを行う

ものとし、その種別については、借入総額を一定の率で割

り振っています。 

P29 

  ⑸ その他 

   ア 繰入金 

     繰入金については、市債償還金の財源として充当す 

るための減債基金繰入のみとしています。 

P29 

  ⑸ その他 

   ア 繰入金 

繰入金については、毎年度、財政調整基金から６， 

３００万円、地域振興基金から３億円、減債基金から 

２億２，０００万円を取り崩すものとしています。 

P30 

３ 歳出 

 ⑴ 義務的経費 

  ア 人件費 

    人件費については、合併後の定員適正化計画による一 

般職員の削減、合併による特別職の職員数、議会議員数 

の削減などを見込んでいます。 

P30 

３ 歳出 

 ⑴ 義務的経費 

  ア 人件費 

    人件費については、行革による増減は無いものとし、 

令和３年度当初の中核市移行を見越した増分のみ、見込 

んでいます。 



P30 

３ 歳出 

 ⑴ 義務的経費 

  ウ 公債費 

    公債費については、平成21年度までの地方債に係 

る償還予定額に、平成22年度以降の新たな地方債に 

係る償還見込み額を見込んでいます。 

 

P30 

３ 歳出 

 ⑴ 義務的経費 

  ウ 公債費 

公債費については、平成 30 年度までに借り入れた市 

債の償還予定額に、今後借り入れる見込分の市債に係る償 

還額を見込んでいます。 

P31 

４ 財政計画 

（１）歳入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P31 

４ 財政計画 

（１）歳入 

(単位:百万円)

歳入区分 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

地方税 35,121 35,079 34,532 35,090 35,858 35,834 35,749 36,623

地方交付税 17,659 17,959 18,088 17,446 16,514 15,640 15,214 14,629

国・県支出金 14,954 15,194 14,411 15,272 16,545 16,846 16,147 16,478

地方債 9,050 8,512 8,205 8,665 8,487 6,998 6,159 7,264

そ の 他 17,178 18,898 16,368 15,403 15,817 17,263 18,540 16,416

歳入合計 93,962 95,642 91,604 91,876 93,221 92,581 91,809 91,410

歳入区分 30年度 元年度 2年度 ３年度 4年度 5年度 6年度

地方税 36,694 36,982 36,708 36,706 37,013 37,286 37,270

地方交付税 13,515 13,607 13,367 14,207 13,764 13,375 12,728

国・県支出金 15,847 19,239 20,117 18,771 18,605 18,599 18,526

地方債 7,217 7,693 9,205 7,712 7,721 7,560 7,020

そ の 他 16,656 19,453 20,568 16,982 17,029 16,855 17,019

歳入合計 89,929 96,974 99,965 94,378 94,132 93,675 92,563  

 

 

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

36,406 36,379 35,971 36,418 36,885 36,503 36,985 37,486 37,142 37,658 38,194

13,590 13,456 13,324 13,193 13,063 12,606 12,174 11,605 11,056 10,522 10,073

9,888 9,787 9,893 9,939 10,012 10,207 10,278 10,341 10,551 10,761 10,890

8,411 8,501 8,532 8,729 8,646 8,691 8,747 8,875 8,884 8,834 8,535

15,656 15,131 15,220 15,298 15,391 15,487 15,509 15,609 15,636 15,745 15,852

83,951 83,254 82,940 83,577 83,997 83,494 83,693 83,916 83,269 83,520 83,544歳入合計

地方税

地方交付税

地方債

(単位　百万円)

国･県支出金

その他

歳入区分



P31 

４ 財政計画 

（２）歳出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

P31 

４ 財政計画 

（２）歳出

(単位:百万円)

歳出区分 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度

人件費 15,678 15,420 15,394 14,843 15,043 14,927 14,774 14,873

扶助費 14,339 15,068 15,001 15,261 15,553 16,414 16,469 17,292

公債費 11,489 11,438 11,387 11,446 10,920 10,741 10,575 10,703

物件費 10,714 11,658 10,838 10,812 11,421 11,546 11,673 11,577

補助費等 11,414 11,561 10,982 10,521 10,519 11,046 11,434 10,664

普通建設事業 10,064 10,602 11,380 11,295 13,204 9,826 9,889 9,997

その他 18,143 18,334 14,910 15,994 15,032 14,477 15,315 14,120

歳出合計 91,841 94,081 89,892 90,172 91,692 88,977 90,129 89,226

歳出区分 30年度 元年度 2年度 ３年度 4年度 5年度 6年度

人件費 15,270 15,884 16,507 16,296 16,344 16,439 16,517

扶助費 16,939 17,865 17,862 18,010 18,107 18,118 18,204

公債費 9,833 9,433 9,202 9,375 9,335 9,118 8,457

物件費 11,778 13,351 14,594 14,842 15,053 15,261 15,346

補助費等 10,157 10,997 10,723 11,087 11,097 10,956 10,865

普通建設事業 11,086 12,730 17,552 10,411 9,730 8,801 8,168

その他 12,443 16,714 13,525 14,357 14,466 14,982 15,006

歳出合計 87,506 96,974 99,965 94,378 94,132 93,675 92,563

義
務
的
経
費

義
務
的
経
費

 

 

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

15,519 14,719 14,829 14,371 14,342 13,927 13,243 13,102 13,220 12,777 12,737

9,740 9,856 9,975 10,095 10,219 10,347 10,479 10,613 10,751 10,896 11,042

11,739 11,884 11,948 12,275 12,173 12,146 12,192 12,281 12,282 12,165 11,807

10,497 10,274 10,134 10,263 10,338 10,415 10,461 10,504 10,525 10,787 10,707

12,824 12,831 12,950 13,179 13,331 13,493 13,666 13,852 14,051 14,262 14,489

8,531 8,942 10,139 10,315 10,346 9,745 10,049 9,770 8,446 8,430 8,340

15,101 14,748 12,965 13,079 13,248 13,421 13,603 13,794 13,994 14,203 14,422

83,951 83,254 82,940 83,577 83,997 83,494 83,693 83,916 83,269 83,520 83,544

補助費等

普通建設事業費

その他

(単位　百万円)

歳出区分

歳出合計

人件費

扶助費

公債費

義
務
的
経
費

物件費


